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中央社会保険医療協議会 診療報酬基本問題小委員会 ・(第 137回 )

議事次第

平成 21年 7月 8日 (水 )
於 はあといん乃木坂

議 題

○ 基本診療料について

○ 慢性期入院医療の包括評価調査分科会について

○ その他
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中医協 診-1-2
2 1. 7. 8

入院基本料
A100  -般病棟入院基本料
A101  療養病棟入院基本料
A102  結核病棟入院基本料
A103  精神病棟入院基本料
A104  特定機能病院入院基本料
A105  専門病院入院基本料
A106  障害者施設等入院基本料
A108  有床診療所入院基本料
A109  有床診療所療養病床入院基本料

特定入院料        :
A300  救命救急入院料
A301  特定集中治療室管理料
A301-2 ハイケアユニット入院医療管理料
A301-3 脳卒中ケアユニット入院医療管理料    ′
A302  新生児特定集中治療室管理料
ハ303  総合周産期特定集中治療室管理料(母胎・胎児集中治療室管理料

総合周産期特定集中治療室管理料(新生児集中治療室管理料)
A304  広範囲熱傷特定集中治療室管理料
A305  -類感染症患者入院医療管理料
A306  特殊疾患入院医療管理料
A307  小児入院医療管理料
A308  回復期 :ル ビヽリテーション病棟入院料
A308-2 亜急性期入院医療管理料
A309  特殊疾患病棟入院料
A310  緩和ケア病棟入院料
A311  精神科救急入院料
A311-2 精神科急性期治療病棟入院料
A311-3 精神科救急・合併症入院料
A312  精神療養病棟入院料
A314  認知症病棟入院料
A316  診療所後期高齢者医療管理料            ′

入院基本料等加算
A200  入院時医学管理加算
A204  地域医療支援病院入院診療加算
A204-2 臨床研修病院入院診療加算
A205  救急医療管理加算・早L幼児救急医療管理加算
A205-2 超急性期脳卒中加算
A205-3 妊産婦緊急搬送入院加算
A206  在宅患者緊急入院診療加算
A207  診療録管理体制加算
A207-2 医師事務作業補助体制加算
A208  早L幼児・幼児加算
A210  難病等特別入院診療加算
A211  特殊疾患入院施設管理加算
A212  超重症児 (者 )入院診療加算・準超重症児 (者 )入院診療加算
A212-2 新生児入院医療管理加算
A213  看護配置加算

A214  看護補助加算
A218  地域加算
A218…2 離島加算
A219  療養環境加算
A220  HI∨感染者療養環境特別加算
A220-2 二類感染症患者療養環境特別加算
A221  重症者等療養環境特別加算
A221-2 小児療養環境特別加算
A222  療養病棟療養環境加算
A223  診療所療養病床療養環境加算
A224  無菌治療室管理加算
A225  放射線治療病室管理加算
A226  重症皮膚潰瘍管理加算
A226-2 緩和ケア診療加算
A227  精神科措置入院診療加算
A228  精神科応急入院施設管理加算
A229  精神科隔離室管理加算      .
A230  精神病棟入院時医学管理加算
A230-2 精神科地域移行実施加算
A230-3 精神科身体合併症管理加算 .

｀A231  児童・思春期精神科入院医療管理加算
A232  がん診療連携拠点病院加算
A233  栄養管理実施加算
A234  医療安全対策加算
A235  褥療患者管理加算
A236  褥療ハイリスク患者ケア加算
A236-2 ハイ|リスク妊娠管理加算
A237  ハイリスク分娩管理加算
A238  退院調整加算
A239  後期高齢者外来患者緊急入院診療加算
A240  後期高齢者総合評価加算
A241  後期高齢者退院調整加算
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基本診療料について
中医協 診-1二 1
2 1ど  7. 8

基本診療料は、初診若しくは再診の際及び入院の際に行われる基本的な診療行為の費用を一括して評価するもの。

初・再診料

初診料(1回につき)

外来での初回の診療時に算定する点数。基本的な診療行為を含む一連の費用を評価したもの。簡

単な検査、処置等の費用が含まれている。

再診料(1回につき) 病院  60点

270点

診療所 71点

外来での二回日以降の診療時に一回毎に算定する点数.基本的な診療行為を含む一連の費用を

評価したもの。簡単な検査、処置等の費用が含まれている。

入院基本料

入院の際に行われる基本的な医学管理、看護、療養環境の提供を含む一連の費用を評価したもの。

簡単な検査、処置等の費用を含み、病棟の種別、看護配置、平均在院日数等により区分されている。

例)一般病棟入院基本料 (1日 につき) 7対 1入院基本料
10対 1入院基本料
13対 1入院基本料     .
15対 1入院基本料

なお、療養病床の入院基本料については、その他の入院基本料の範囲に加え、検査、投薬、注射及び

簡単な処置等の費用が含まれている。

1,555J黒

1,300点

1,092月巨
9541試

入院基本料等加算

人員の配置、特殊な診療の体制等、医療機関φ機能等に応じて一日毎又は一入院毎に算定する点数。
例)入院時医学管理加算 (1日 につき)                     120点
(急性期医療を提供する体制及び勤務医の負担軽減に対する体制を評価 )

診療録管理体制加算(1入院につき)                       30点
(診療記録管理者の配置その他の診療録管理体制を評価)

特定入院料

集中治療、回復期リハビリテーション、亜急性期入院医療等の特定の機能を有する病棟又は病床に入

院した場合に算定する点数。入院基本料の範囲に加え、検査、投薬、注射、処置等の費用が含まれてい

る。
例)救命救急入院料2(1日 につき)(3日 以内の場合)

(救命救急センターでの重篤な救急患者に対する診療を評価 )

11,200点
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入院基本料
A100  -般病棟入院基本料
A101  療養病棟入院基本料
A102  結核病棟入院基本料
A103  精神病棟入院基本料
A104  特定機能病院入院基本料
A105  専門病院入院基本料
A106  障害者施設等入院基本料
A108  有床診療所入院基本料
A109  有床診療所療養病床入院基本料

特定入院料
A300  救命救急入院料
A301  特定集中治療室管理料
A301-2 ハイケアユニット入院医療管理料
A301-3 脳卒中ケアユニット入院医療管理料    `
A302  新生児特定集中治療室管理料
ハ303  総合周産期特定集中治療室管理料(母胎・胎児集中治療室管理料

総合周産期特定集中治療室管理料(新生児集中治療室管理料)
A304  広範囲熱傷特定集中治療室管理料
A305  -類感染症患者入院医療管理料
A306  特殊疾患入院医療管理料
A307  小児入院医療管理料
A308  回復期リハビリテーシヨン病棟入院料
A308-2 亜急性期入院医療管理料
A300  特殊疾患病棟入院料
A310  緩和ケア病棟入院料
A311  精神科救急入院料
A311-2 精神科急性期治療病棟入院料
A311-3 精神科救急・合併症入院料
A312  精神療養病棟入院料
A314  認知症病棟入院料
A316  診療所後期高齢者医療管理料            ′

入院基本料等加算
A200  入院時医学管理加算
A204  地域医療支援病院入院診療加算
A204-2 臨床研修病院入院診療加算
A205  救急医療管理加算・早L幼児救急医療管理加算
A205-2 超急性期脳卒中加算
A205-3 妊産婦緊急搬送入院加算
A206  在宅患者緊急入院診療加算
A207  診療録管理体制加算
A207-2 医師事務作業補助体制加算
A208  乳幼児'幼児加算
A210  難病等特別入院診療加算
A211  特殊疾患入院施設管理加算
A212  超重症児 (者 )入院診療加算・準超重症児 (者 )入院診療加算
A212-2 新生児入院医療管理加算
A213  看護配置加算

A214  看護補助加算
A218  地域加算
A218-2 離島加算
A219  療養環境加算
A220  HIV感染者療養環境特別加算
A220-2 二類感染症患者療養環境特別加算
A221  重症者等療養環境特別加算
A221-2 小児療養環境特別加算
A222  療養病棟療養環境加算
A223  診療所療養病床療養環境加算
A224  無菌治療室管理加算
A225  放射線治療病室管理加算
A226  重症皮膚潰瘍管理加算
A226-2 緩和ケア診療加算
A227  精神科措置入院診療加算
A228  精神科応急入院施設管理加算
A229  精神科隔離室管理加算
A230  精神病棟入院時医学管理加算
A230-2 精神科地域移行実施加算
A230-3 精神科身体合併症管理加算 .

A231  児童・思春期精神科入院医療管理加算
A232  がん診療連携拠点病院加算
A233  栄養管理実施加算
A234  医療安全対策加算
A235  褥療患者管理加算
A236  褥億ハイリスク患者ケア加算
A236-2 ハイリスク妊娠管理加算
A237  ハイリスク分娩管理加算
A238  退院調整加算
A239  後期高齢者外来患者緊急入院診療加算
A240  後期高齢者総合評価加算
A241  後期高齢者退院調整加算
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〃夢揚吉ヨ,   3イ Qイ 00所薫
病調
=ぶ

〃浮≠  90.7%
平均在院″タ イアZ tt β

月所嗜財  97a23イ床
病床摯l用率   76.6%
平均在院日数  f9.θ β

医療法上の位置づけ

療姜病棟
3,650施 設 :

211,592床

回復期リハビリテニション
入院料1   入院料2
195施設   716施 設
11,602床    39:066床

一般病棟
5,437施 設
700,358病床

特定機能病院
82施設
64,523病床約

※ 1-般 病床に限る

専門病院

20施設
6,151病 床

―類感染症 11些墾

亜急性期
入院料1  入院料2
1,017施設  45施設
11,951[根      9005に

障害者施設等

816施設
62:116床

新生児特定  198施設
集中治療室  1,329病床

総合周産期特定

集 中治療室
小児入院医療管理料
入院料 1 入院料2  入院料 3
35施 設  187施設   329施 設
2,704病 床  7,986病床   8,868病 床

特殊疾患
入院料1  入院料2
84施設   109施設
4,251床     7,739床

脳卒中ケアユニット

ハイケアニット晃讐篇課
有床診療所一般 8,022方恒:貴、1021064jttEk

診療所後期高齢者
335施設、1)454病床 有床診療所療養 乳習聾轟

精神病棟
1,335施設
188,796病 床

精神療養

819施設
90,382病床

認 知 症 病 棟

入院料1 入院料2
373施設 62施設

精神科救急

42施設
2,615病 床

精神科急性期治療病棟

入院料1  入院料2
219施設  20施設
10,067病床  1,016病 床

結核病棟  225施設、a77献

病院の機能に応じた分類 (イメージ)

介
護
療
養
病
床

2,608施 設
10,730(人 )

施設基準の

届け出 :平成

20年 7月 1日

現在
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特掲診療料
救急・周産期・小児に関する主な診療報酬項目

入院基本料等加算

③だ::鐘璧墓卍17増了 電:01鳥
乳幼児救急医療管理カロ算 (7日 を限度、750点 )

A205‐2 超急性期脳卒中加算 (入院初日、12,000点 )
A207‐ 2 医師事務作業補助体制加算 (入院初日、105～ 355点 )

周産期医療に関する項目

A205‐3 妊産婦緊急搬送入院加算 (入院初日、5,000点 )
A236‐ 2 ハイリスク妊娠管理カロ算 (20日 を限度、1,000点 )
A器 71 ハイリスク分娩管理カロ算 (8日 を限度、2,000点 )
A212‐2新生児入院医療管理加算 (30日 を限度、800点 )

O小児医療に関する項目
A208 乳幼児加算 (3歳未満の場合、289～ 333点 )
幼児加算 (3歳以上 6歳未満、239点から283点 )
A212 超重症児 (者)入院診療加算.(6歳未満 600点、6歳以上 300点 )
準重症児 (者 )入院診療力1算 (6歳未満 200点、6歳以上 10o点 )

特定入院料

O 個別の点数に関する項目

③勝ち畠鰐群令ず現弊獣曇習警課5:蒲
満
“
0点加鋤

K898 1 緊急帝王切開 (17,800点 )

○ 加算として評価されている項目
手術において、3歳未満の乳幼児の場合は原則 100分の 100が加算される。

また、緊急のために、休日又は深夜若しくは診療時間以外の時間に手術を行

った場合には 100分の 80若しくは 100分の 40が所定点数に加算される。０
　
・。Ｑ
溜
０

○救急医療に関する項目

A300 救命救急入院料 (8,890～ 11,200点 )
A301‐3 脳卒中ケアユニット入院医療管理料 (発症後 14日 を限度、5,700点 )

〇周産期医療に関する項目

A302 新生児特定集中治療室管理料 (日 数は出生体重による、8,500点 )
A303 総合周産期特定集中治療室管理料

母胎 。胎児集中治療室管理料 (14日 を限度、7,000点 )

新生児集中治療室管理料 (日 数は出生体童による、8,.600点 )

ぴ 鰤
「 η   理轟 (乳 ЮO点～生ЮO榊
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地域の中核病院の勤務医負担の軽減

>地域の急性期医療を担つている病院で、勤務医負担軽減策が
'具
体的に計画されている場合を評価

①外来縮小計画 ②外部の医療機関との診療分担の推進
③院内の職種間の業務分担の推進 ④当直明けの勤務の軽減 等

120点  (14

病院勤務医の事務負担の軽減

>地 域の急性期医療を担つている病院で、医師の事務作業を
補助する職員を配置している等1病院勤務医の事務作業負担を

軽減する体制を評価

上般病床数に対する医評蟄       つ碧 7日 l
25対 1※    50対1     75対 1    100対 1

355点     185点     130点     105点
※高度な救急医療
を担う医療機関のみ

病院の時間外救急負担の軽減

>病院の軽症の時間外救急患者を、診療所で受けとめる体制を
推進するため、診療所での夜間日早朝等の診療を新たに評価
平日 : 6～ 8時、18～ 22時             .′
土曜 :6～ 8時、12～ 22時
日祝日 : 6ん 22時 . o初 ・再診料 夜間・早朝等加算 50点

医師負担が大きい技術の再評価

>既存の手術の技術料を、医師の負担を踏まえて適正に評価
(手術72項目について平均約3割引上げ)

>感染症患者の手術における加算の引上げ
>帝王切開術における麻酔管理の加算を創設
>先天性心疾患等の患者の高度な全身麻酔を評価
>穿刺技術の評価の引上げ(上顎洞穿刺等の

・
再評価) 等



周産期医療を担う地域のネットワークの支援

>救 急搬送とされた妊産婦の受入れを評価
0妊産婦緊急搬送入院加算 5,000点 (入院初日)

>ハイリスク妊産婦の治療に当たる医療機関の連携を評価
ハイリスク妊産婦共同管理料 対象拡大(1 500点/1350点 )

ハイリスク妊産婦管理の充実・拡大

>ハ イリスク妊婦の入院管理を評価
① ハイリスク妊娠管理加算 1,000点 (1日につき)

>ハ イリスク妊産婦の分娩管理の評価の充実
ハイリスク分娩管理加算 1.000点 → 2,000点 (1日 につき)、 対象拡大

>ハ イリス ク妊 婦 の 検 査 の 充 実
ノンストレステスト 対象拡大、入院中 1週間につき1回 → 3回

外来 1月 につき1回 → 1週間につき1回

小児の入院医療の充実

>高度な小児医療を提供する医療機関口子ども専門病院の評価
∈)小児入院医療管理料 1(区分新設)4,500点

>障 害を持つ乳幼児の入院医療の評価
超重症児 (者 )入院診療加算 300点 → 6歳未満 600点

準超重症児 (者)入院診療加算 1100点 → 6歳未満 200点

小児の外来医療の評価の充実

病院口診療所の小児科医師の連携による救急医療体制の評価
地域連携小児夜間・休日診療料1300点 → 350点

地域連携小児夜間・休日診療料2450点 → 500点

乳幼児の外来医療の評価
小児科外来診療料 処方せんを交付する場合 初診時 550点 → 560点 等



救急医療等の予算補助事業

○ 政策目的に照らして、地域において必要な医療提供体制の構築を促す観点から、奨励的

な予算補助事業(施設・設備整備費、運営費、人材確保等)を実施

○ さらに、救急医療、小児救急医療、へき地医療等の医療提供体制確保に係る費用で、診

療報酬でまかないきれない不採算部分等について、予算補助事業を実施

救急医療等の医療体制に係る

現状と課題について

平成21年 7月 8日 `

厚生労働省医政局指導課

救急医療等の体系図

中医協 診-1-6
2 1. 7. 8

怖 |●・|●僣轄備書

・ 救命救急センター

・ 病院群輪番制病院、共同利用型病院

・ 休日夜間急患センター

・ 総合周産期母子医療センター、地域周産期母
子医療センター
。小児救急医療拠点病院
・ 小児初期救急センター 等

人材 確保
。救急勤務医支援事業

・ 救急医療トレーニングセンター運営事業

・ 救急医療専門領域医師研修事業

・ 産科医等確保支援事業

・ ヘリコプター等添乗医師等確保事業 等

運営費
・ 救命救急センター

・ ドクターヘリ導入促進事業

・ 管制塔機能を担う病院

・ 共同利用型病院

・ 救急医療情報センター
。総合周産期母子医療センター、地域周産期母子医

療センター

・ 小児救急医療拠点病院
,小児初期救急センター
・ 小児救急医療支援事業 等

その他
・ 救急患者受入コーディネーター事業
・救急救命士病院実習受入促進事業
・小児救急電話相談事業 等       3

敦急医療の確保のための主な施策



周産期医療の確保のための主な施策

小児救急医療の確保のための主な施策

＼
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1-1.救急医療体制の現状
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(詢 1

〈万人)

平成9年中

全体 小児 威人 ■00■

重症 1,0万 人 10.1万人 24.0万 人

中等症 3.5万人 57.7万 人 51.4万 人

軽症 23.2万 人 105.7万 人 33.4万 人

平成 10年以降の歓な出●●■■び搬送人員についてはヘリコプター出●分を含む。
各年とも 1月 から 12月 までの欧値である。

救急出場件数及び搬送人員の推移

救急搬送件数は、この10年間で約1.5倍の年間約500万件まで急速に増加 .

救急医療体制の整備状況の推移

診療科別医師数の推移

医師の総数は増加しているものの、医師が減少傾向にある診療科もある。

l・ :
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成

６
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場
合

）

(総数 )

小児科 )

産婦人科)

外科)

12年     14年     16年

(出典)医師・歯科医師・薬剤師調査

18年

楽 平成18年より研修目の分類が劇没
され、従来の独立した

'薇
科から移

行したE"もいるため、それ以前と
の単腱な比殿はできない。

12

各 年3月 31日 時 点 )

10年 17年 18年 19年 204「

二次救急
く教命散急 )

救命救急センター

(施設数)
208

二次救急
〈入院を要する
散急)

入院を要する救急医療
施設
(施設数)

3,253 3,238 3,214 3,153 3,175

(地区数) (403) (411) (411) (408) (405)

一次救急
く初期枚急 )

休日夜間急患センター

(施設数)
508

在宅当番医制
(実施地区数)

677 654 641

(厚生労働省医政局調べ )

1.2万人

0,7万人減

-37%

:,11招☆:ト
・ 1‐ +145% |

「救急・散助の現況」(総務省消防庁)のデ〒夕を基に分析したもの

平成6年 8年 10年



‐
     病院勤務医の勤務状況

図表 106

00

診療科別 直近1週間の実勤務時間(平均)

2m    
“

』   mp    oo, 
崎口
 !000

図表 1101か 月あたり平均当直回数 (医師)

ロ
ι∞  1.m  200  ■m  4,∞   im  6“  7m

全体

内‖

綺神科

小児‖

外‖

目神経外科

整

“

外‖

産科・産婦人科

載亀‖

その他

無口答

全体(n円●5)

内科(Fi000)

輔神科(rF92)

小児科6関団)

外科(F500)

目神経外科(7F217)

整形外料(F372)

産科・産婦人科●■8)

散急料い■6)

その他(F814)

じ僚科不明6哺 )

1-2.周産期医療体制の現状

※ NICU :新 生児集中治療管理室
MFICU:母 体・胎児集中治康管理室

r病院勤務目の負担軽減の実態口壼報告書く栞)J《平成21年 4月 22日 中央社会保険医療EE会 ,お彙報■改定結果検臓部会資料 )

消防法の一部を改正する法律の概要伴曲年5月 1日公布)
0傷 病者の搬送及び受入れを円滑に行うことが、傷病者の救命率の向上や後遺症の軽減等の観点か
ら、重要な課題。このため、消防法を改正し、都道府県において、医療機関、地域の医師会、消防機関
等が参画する協議会を設置し、地域の搬送・受入ルールを策定することとしたところ。

告γ
・
や 、

神

③救急搬送
√

④救急医療

①
傷
精
者
の
発
生

、搬送・受入ルールを

く搬送・受入ルール>

① 傷自者の状況に応じた搬送先となる医壼饉日のリスト

② 消防機関が傷病者の状況を確認し、①のリストの中か

ら搬送先医療機関を選定するためのルール

③ 消防機関が医療機関に対し傷病者の状況を伝達する

ためのルール

④ 搬送先医療機関が速やかに決定しない場合において

都道府県において、医療機関、地域の医師会、

消防機関等が多回する協議会を設置し、地域

の搬送・受入ルールを策定

地域の搬送・受入ルールの策定

搬送・受入の調査・分析

楽既存のメディカルコントロール協凛会等の活用を想定

リスクの高い妊産婦や新生児などに高度の医療が適切に提供されるよう、周産期医療

核となる「総含周産期母子医療センター」やそれを支える「地域周産期母子医療セ

ンター」の整備、地域の医療施設と高次の医療施設の連携体制の確保など、周産期医療

ネットワークの整備を推進している。

機能  :①母体及び新生児に対するきわめて高度な医療を提供
②ドクターカーを保有し、要請のあつた地域の医療施設へ派遣
③地域のNICU等の空床状況等の把握
④研究や教育の援助、地域周産期医療デニタの分析。評価

整備方針 :三次医療囲に1カ所 (NICU9床以上、MFICU6床 以上)

び新

醐
鶴．晦・病院働詢

′施行期日:公布の日から6月 以内の政令で定める日
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Eコ施設餞

……椰道府県薇
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総合周産期母子医療センター数、
地域周産期母子医療センター数の推移

総合周産期母子医療センターの推移   地城周産期母子医療センターの推移

出生数及び出生時体重2,500g未満の出生割合の推移

この20年で、出生数は横ばい・減少となつているが、低出生体重児の割合が増加している。

新生児集中治療室 (NICU)1数 1・ |・
  ‐

母体・胎児集中治療室(MFICU)数の推移

3メ000
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1′ 000
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0

10月 1日 時点)

平成17年

厚生労慟省「医薇施設調査J

Eコ 施設数

一 籠 府県敗

(厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課ロベ)

分娩施設数の推移
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母体及び新生児の搬送受入れ

○ 約8割の総合周産期母子医療センタニにおいて、新生児集中治療管理室(NICU)の病
床利用率が90%超。母体・新生児の搬送受入れが困難である理由として、「NICU満床」
と回答したセンターは9割を超えている。

「周産期医療に係る実態調査(平成20年 10月 実施)」結果にみる現状について

1～ 4歳児の死亡率の国際比較

○ 我が国は、乳児死亡率は低いにも関わらず、1-4歳児死亡率は高く、他の国と異なる
状 況 に あ る 。   来 乳児死亡率 (生後1年余君の死亡の出生1.0001=対する比率)

乳児死亡率と1-4歳児死亡率の関係 1-4歳児死亡率の国際比較

NICU病床利用率について
(総合周産期母子医療センター10年度実績)

母体及び新生児搬送受入が‐ なかった理由について
(総合周産期母子医療センター 19年度実績)

理 由
満床

能

在
可

不

察

師

摯

Ｅ
その他

センター数

割合(%)※ 07.鵬 28.5■

※口害センター数に対する割合

(厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課ロベ)

１
１
４
臓
死
亡
率
（対
１０
万
）

乳児死亡率 (対 10∞出生)

救命救急センターの小児救急専門病床数

施設名

救命救急センター運営病床数

総数

(床

小児救急専門病床
(床

A

F

合計6施設 201床 19床

厚生労働省医政局籠諄暉ロベ

出典)厚生労働科学研究「新生児口菫僕慮が,が日の幼児死亡に与える影響J主任研究者 池田智明く目立
"■
●■センター)

小児救急医療体制の整備状況

小児専門病院の小児集中治療室の病床数

_    (平 成19年 12月 1日現在)                   (平 成20年 3月 31日現在)

1-3.小児救急医療体制の現状
小児集中治薇室の病床の内訳

施設数
(数 |

小児集中治療塵
病床数

、翻
α
術 “潮口

術後患者用病床のみ有り

菫症・救急患者用病床のみ有り

術後患者用病床と
菫症。救急患者用病床有り

術後患者用病床と
菫症。救急患者用病床の区分なし

合計 15施設
160床

(52)

小児●合E薇施設協麟会ロベ



『日産期医療と救急医療の確保と連携に関する懇談会」報告書の概要
～周産期救急医療における「安心」と「安全」の確保に向けて～

平成21年 3月 4日
厚生労働省饉政局指導課

2.今後の課題について

救急医療の充実
.

‐
「蔵急医療の今後のあり方に関する検討会」中間取りまとめの概要  :壼聟言製 L指導諄

1救急医療部門と周産期医療部門等の連携強化

2周産期医療対策事業の見直し

3救急医療・周産期医療に対する財政支援とドクターフィー
・ 周豊期曇子医壼センターについて、脇農奥籠を客観的に評価する仕組みを検討
。                            するための支援

4地域におけるネットワーク
・ 周産期母子医療センター等から

5医療機関等におけるリツース維持・増強
。新生児集中沿薇

=(NiCU)に
ついて、地城の奥情に応じた整備と支援 (出生1万人対25～ 30床を目標)

●

・ ■ 壼 ぬ 強 」 ■ 出 崩 田 目 也 凶 飽 崩 盤 超 目 田 ユ コ 田 嵐 庄 Ω 螢 麟 と 豊 ほ

。人的リソースの維持・増強(適切に処遇するための医師への手当椰に対する支援)

6救急患者搬送体||の整備
。                  など、地域において、
●

フ搬送コーディネーター配置等による救急医療情報システムの整備

・ 空床情報の入力守を担当する

8地域住民の理解と協力の確保

9対策の効果の検証と改良サイクルの構築

目
Ⅲ

Ⅲ

日

剛

剛

□

安心と綸菫のE燎確保ビジョン
第二次救急医農機関の充実

2地城で支える巨饉の推遭
(1)象●目颯の改薔彙の構遭

ァ 敷急E■の充実
O■的充実
・口奎に薔づく初期、二次.
0質的充実
・管鋼埼楓籠書担う巨●●日の整●・人材の青咸

・E"等 の交代腱薔
"の
■■

・地撃全体の各E■●日の■●
亀性期を臓した●■を受け入れ
菫急患者の効率的な担り分け守
・■凛機口と消防機関との菫携強化
菫急■■受入コーディネ→ -0配量●
・住民との情報共有

イ夜間。ま急利用の適正1ヒ
0口民への■ユ書覺
・夜間載亀外

=の
適正綱用●

Orlヽ兄象急電話相讀事業Cmooo)の 拡充等

・求められる●機の明確化、第二者の観点・検饉が可籠な■●、地燿特性字を0
案した
「
饉項日を導入

。交代●薔鋼を含む白RnttEの 労慟環境改善に儡ろ
"●
項目を追加

・諄●●黒をできる限り諄●に口民へ情颯提供            等

・救3E壼 に■する二,ズの増大専により,

・載●菫急センターと同等の実績等がある鮨摯であれば新たに散命載急センター

として位置づけ
。ヘリコプター年による搬選やrの活用も検80              等

ilぶ課題と自滑な受入れ推進について

・院内トリアージを■切に行えるE晨懺事者の青威と口置

・教急E薇体‖の現状や転床・転院等に関する日民に理解を求める  澤8

・輌状に応じて薔切なE療機関・静療科に
菫
・地城の実情に精通した医師等の■色n■●入コ_″ィネ4-o■ ■

・ER菫赦なE薇崚関について1ま、まず正確な奥●把燿を行う



|「

=篤
なJヽ児患者|=対する救急医療体制σ検討会J中間取りまとめの概要 性量鋸 漫議指導藤
すべての重野

な小児救急患|夕1地域
において必要な救命救急医療を受けら,る体制について検討

1.小児救急患者の搬送と受入体鋼の整備
・改正消防法に基づき椰道府県に設置する協議会に
小児科Eも参加し、
2-
・消防機関が小児敦急患者の緊急度や症状等を確認
するための基準を策定

・ドクターヘリ等を活用し、
広出口■□饉自睦構鎮

・小児敦急患者の受入体制を医療計日に明示し、盤
山

平成20年 3月 20日

厚生労働省医政局指導ll｀
押撫爛輌ベ

ーリ
=力■
鱒 燕 進に係る繰 由:由する椰 鈍■需 嫌 要|

『載急E塵用ヘリコプターを用いた救急医寝の確保に■する特別措置法Jの成立・施行(平成19年 6月 )を踏まえ、
ドクターヘリ運航のための助成金交付事業や、ドクターヘリの全目的な配備のあり方について検討  

｀

3.予算補助事業

医師確保対策関係
平成21年度予算

2。 発壼直後の■鮨な時期(超急性期)の救命救急医療を担う体IIの整備

・薔本的に、

。その上で、■蝠腱由ロロヒ墾四■■国賊u幽四盤」L」」国巳国日墨生壁螢壼』□E腱■L虫菫壼鵬について、「超急性期」の小児の
救命救急医療を担う医療機関として位置付け、少なく
センター・小児専門膚腕。中敏綱腕は、「小児敏命敏魚センター(仮称)Jとしてあ甕な支纏〕

。小児の救命救急嘔療を担う医療機関に求められる機能は、塾虚艶口直出山ヒ堂ョ壷α
=撮
撮菫、

飼J主□担艶留□田Ш壺国■世ムぬ畳量饉(小児救急専門病床の設置、本院の小児科等との連携が必要)

°

1::!l:!::li:::`:li:lii:lill::::illi:liillllill:illlLll::::l11;:ヽ :|;l::ll::IIl:::|::::iii:ili:::::::::::lilil:lillillill:lililillllllllJL`二

JL』ごLJ:Ll〕」Lこ

・ム』幽■m望麒聖J迪腱饉趙■■□n塑自ヒも必要
・
湖 ξtt」

鰤 Ш 幽 幽 巳 は 追加配仰
=る
効熟効率性悧こ‐下検証等を行

つた上■ 段階翻こ進めること

。飛行範囲円に近隣県が含まれる場合、菫重コ虫目田■L塾墨送□■囲口艶戯も必要

平成20年度予算160億円→平成21年度予算271億円

「経済財政改革の基本方針2008」 (平成20年6月 )、「安心と希望の医療
確保ビジョン」(平成20年6月 )、「5つの安心プラン」(平成20年7月 )等を
踏まえ、以下の事業等に約271億円の予算額を計上し、医師確保対策の
―層の推進を図ることとしている。
①医師派遣の推進等
②勤務■等の勤務状況の改善0業務負担の軽減
③医師と看饉師等の協働・連携の推遭
④臨床研修病院等への支援



【主な新規予算等】

●産科医等育成・確保支援事業(新規) 2,834:807千 円( 0千円 )

①産科医等確保支援事業 2,770,207千 円( 0千 円)
産科医等の処遇を改善しその確保を回るため、分娩手当等を支綸する分娩取扱機関に対して

財政支摂を行う.

(対象経費)産科医等に対する手当(分娩取扱手当)      .
(補 助先)都道府県(間接補助先:市町村、厚生労働大臣が認める者※)       ・

※吉額な分娩費用を得ている分娩取扱糧田を除く.
.(補 助率)l13(負担割合:目 1た、都道府県273以内、市町村

"以
内、事業主
"以
内)

(積
=単
価)10千円/件

(創数年度)平成21年度

②産科医等育成支援事業 64,600千 円( 0千 円)
臨床研修修了後の後期研修で産科を選択する者の処遇改善を行う医療機関に対して財政支援
を行い、産科を志望する着手医師等べのインセンティプとする。

(対象経費)産科後期研修Eに対する手当(研修医手当等)      ・
(補 助 先)椰 道府県 (間接補助先 :市町村、厚生労●大臣が認める者 )
(補 助 率)1/3(負 担‖合 :口 1お、椰道府県1月以内、市町村 l13以内、事業主213以内)
(積算単価)1人 あたり月額5万円
(創設年度)平 成21年度

(担当課 :総務課)

●医師派遣等推進事業(一部新規) 4,163,610千 円( 0千円 )

都道府県医療対策協議会の要請を踏まえ、医師不足地域の医療機関へ医師派遣を行う医療機関を
多数確保し、円滑に医師派遣が実施される体制を構築するため、医師派遣に関する補助制度を統合し、

① 都道府県医療対策協議会が医師派遣の調整等を行う場合に必要となる経費
② 派遣先医療機関が派遣医師を受け入れるための準備に必要となる経費
③ 医師を派遣することに伴い派遣元医療機関に生じる逸失利益等
④ 派遣医師が派遣後に海外研修に多加する自己研餞に必要となる経費

等に対する補助事業を創設する。

(対象経費)医師猥遺調整等経費、派遣医師受入準備経費、逸失利益等、海外研修等
(補 助先)都道府県(間績補助先:市町村、厚生労働大臣の認める者)
(補 助率)12(負担鶴含:目 1/2年椰道府県1/2以内、事業主1/2以 内)
(積算単価)・医師派遣調整等経費   3:0∞千円/1都道府県

・派遣医師受入準備経費  1:5∞ 千円/1椰道府県(各 10医療機関)
。逸失利益等(椰道府県内)1501000千 円/1都道府県(各 10人 X12月 )

(都道府県外)70500千円/1人 (6月 )(10人分)
。海外研修等経費(椰道府県内)20.640千 円/1都道府県(各10人 )

(椰道府県外)2,064千円/1人 (10人分)
(創設年度)平成21年度

医師派遣等推進事業 (平成21年度予算額:4′ 164百万円)

地域目凛支援中央会臓
(厚生労働省)

遺先日薇機関

●救急勤務医支援事業(新規) 2,044,967千 円(0千 円)

救命救急センター及び第二次救急医療機関(総合周産期母子医療センター、地域周産期母子医療セン

雑富諄曽:舗離需羅謝劉璽堤潜謂彗潤断霧動謁犠緩躍
(対象経費) 勤務医に対する手当(散急勤務医手当)
(補 助先) ●道府県(間接補助先:厚生労働大臣が認める者)
(補 助率) 1/3(負担割合:目 l13、 椰道府県加 以内、市町村

“

以内、事業主213以内)
(積諄単価) 土日祝日の昼間131570円 /回、夜間10,659円 /回     .
(劇設年度) 平成21年度

※ ●道府県.市町村が負担しない場合でも補助が可能.

●へき地診療所等医師支援事業(新規)

へき地においては、子弟の教育環境が不足していること、交通が不便であること、過重労働であること、

緊急対応時の負担が大きいことなどから、医師の確保が困難となつている。

この課題を解消するための方策として、へき地診療所等において交替制勤務等を行うための支援や医師

のへき地勤務を容易にするための交通費の補助を行う。

(対彙経費)へき地静薇所まで通動のための交通費、子弟の通学のための交通費、週末帰宅のための交通費等
(補 助先)● 道府県(間接補助先:市町村、厚生労働大臣が認める者)
(補 助率)民 間:1/3(口 173、 事業者2J3)

公的:2/3(目 213,事業者1■ )
沖縄:3/4(口 3r4、 事業者lr4)              ヽ

内   (積算単価)1,313千 円/1か所
(劇数年度)平成21年度    、

(担当課:指導課)

要請
(3道府県外への派遣)

凸
派量元E療機■

111:派
遣II

(担当課:指導課)

136,042千円メ0千円)

O●IP■《口●
"彙
●m)の

「

口減量■菫●●費
(1か所:3,000千 円)

●●●費
(1か睛:160千円)

OH■元口●■日のユ彙囀菫●
(1か所 :1,260千 円/月 )

OmttE●0海外研●●
(1人 :2,004千 円以内)

く負担■合>
■1燿 .鵬12以内、事n主 lJ2以内

(担当課 :指導課 )



費等補助金 (新規)        110,331千 円(0千円 )千円(0千 円)               ●臨床研修 i●短時間正規雇用支援事業 (新規)       1,522,831

[の臨床研修病院が外部講師(指導医)を招へいするために必要な経費等を支援すぎ蟹暫習暑夏卍7昌訴7鶴凸編ご翌:榔鯖 懲客糧湯催鮮き圏蝋 罷環響篭弯解      るξttYlテ驚黒奮謳決を図視
姉‖金、旅費、宿泊費

ある。

(対象経費)外部講

霙学附属病院、厚生労働大臣の指定した/AN私 立病院

は 詢 ¨ 肛 胎

              悧 知 M菖

医綬  う∞都 力 漸

(補 助先)都 道府県(間接補助先 :市町村、厚生労働大臣の認める者)                                        (補
助率)定 額

1(補
助率)1/3(国 1/3、 都道府県1/3、 事業者1/3)                                             (積

算単価)外部指i年

度

(積算単価)51115千円/1か 所
                           (担 当課 :医事課)                      (創 設年度)平成21

(担当課 :医事課 )

|千円(0千円 )●医師事務作業補助者設置支援事業 (新規)   814,625

どを行う医師事務作医師の業務負担を軽減するために、書類記載、オーダリングシステムヘの入力な,

業補助者の設置 '充実を図る。

(対象経費)代管職員賃金
(補助先)都道府県(間接補助先:市町村、厚生労働大臣の認める者)
(補助率)1/2(国 1/2、 都道府県1/2)
(積算単価)21606千円/1か所

(担当採:医事課)

●協働推進研修事業 (新規 )         349,991千 円 ( 0千円 )

看霞師等の能力の研鎖のための研修の場を確保し、医師の業務負担の軽減圧び看腰職員等の
専門性を発揮する機会の増大を図り、医療提供体制の充実を図るものである。

(対象経費)謝金、旅費、需用費、役務費、備品購入費等
(実施主体)都道府県
(補 助 率)1/2(国 1/2、 都道府県1/2)
(創設年度)平成21年度                            (担 当課 :看護課 )

●女性医師等就労環境改善緊急対策事業(新規)9401000千円(0千円)

院内の就労環境の改善等について効果的な総合対策を行う医療機関を緊急的に整備し、働きや
すい職場環境の普及に資する。

(対象経費)夜勤・当直免除、主治医11の廃上、キャリア形成の支援、院内における就労環境改善の検討などに
必要な経費

(補助先)都道府県(市町村、その他厚生労働大臣の認める者)
(補助率)1/2(国 1/2、 都道府県1/2以 内、事業主1/2以内)
(積算単価)201000千 円/1か所
(創数年度)平成21年度

(担当課:総務課)

救急医療対策関係

平成21年度予算

平成20年度予算 100億円 → 平成21年度予算205億 円

「経済財政改革の基本方針2008」 (平成20年 6月 )、「安心と希望の医療
確保ビジョン」(平成20年 6月 )、「5つの安心プラン」(平成20年 7月 )等を
踏まえ、以下の事業等に約205億円の予算額を計上し、救急医療対策の
一層の推進を図ることとしている。
①敦急医療を担う医師の支援
②救急医療の充実
③管制塔機能を担う救急医療機関に対する支援
④ドクターヘリ導入促進事業の充実
⑤周産期医療の充実



【主な新規予算等】

●救急勤務医支援事業(新規) 2,04・4,967千 円(0千 円 )

救命救急センター及び第二次救急医療機関 (総合層産期母子医療センター、地域周産期母子医療セ

ンターを含む)に勤務する敦急医(産科医、麻酔科医、新生児科医、小児科医等を含む)の処遇改善を図
るため、休日・夜間において新たに救急勤務医手当(宿日直手当や超過勤務手当とは別)を創設する。

(対象経費) 勤務Eに対する手当(救急勤務医手当)
(補 助先) 都道府県(間接補助先:厚生労慟大臣が認める者)
(補 助率) 1/3(負担割合:目 1月、椰道府県

“

以内、市町村

“

以内、事業主加 以内)
(積算単価) 土日祝日の昼間13,570円 /回、夜間18:659円 /回
(創設年度) 平成21年度

※ 都道府県、市町村が負担しない場合でも補助が可能 . (担当課 :指導課 )

●小児初期救急センターの運営に対する支援事業(新規)26,633千 円(0千円)

軽症患者が9割を超える二次救急医療機関への患者を小児初期救急センターで受け入れることにより、
病院勤務医の負担を軽減するなど、小児救急医療体制の確保を図る.
(対象経費) 小児初期散急センターに派遣される抄藤所医師等の交通費
(補助先)  椰道府県(間接補助先:市町村、その他厚生労慟大臣が躍める者)
(補助率)  1/3(負担翻含:口 1お、都道府県1お、事業主lJ3)
(積算単洒) 1,700千 円/1か所
(劇設年度) 平成21年度 (担当課 :指導課 )

●救命救急センター運営事業 5,069,674千 円(2,771,669千 円)

①救命救急センター(20～ 30床型)4・ 841,649千 円(2:571,277千円)

(対魚経費)医 師・看腹師等の確保に係る人件費、材料費等
(補助先) 都道府県 (間接補助先 :厚生労働大臣の認める者 (公立分除く))
(補助率) 1/3(負 担割合:口 1ん、椰道府県1月、事業者lr3)
(積算単薔)121,571千円 → 178,995千円/1施設(30床型 )
(劇設年度)昭 和51年度

②山重散命救急センター(10床 型)2281025千 円(200,392千 円)

既存の救命救急センターまでのアクセスに相当の時間を要する地域に対し、蝉 命救急センター
の設置促進を図る。

(対魚経費)医師・看護師等の確保に係る人件費、材料費等
(補助先) 都道府県(聞接補助先:厚生労働大臣の認める者(公立分除く))
(補助串) 1/3(負 担割合:目 lr3、 都道府県1月、事業者1月 )
(積算単価)103,648千 円/1施設(10床型)          ・

(創設年度)平 成15年度

●管制塔機能を担う救急医療機関等運営事業 5,114,234千円 (0千円)

救急患者に対し、地域全体でトリアージ(重症度、緊急性等による患者の区分)を行い、各医療機関
の専門性の中から、病状に応じた適切な医療を提供できる医療機関又は院内の静療科へ紹介できる
体制を整備し、救急患者の受入れ実績を踏まえた支援や、地域の勝療所医師の救急医療への書回を
促すための財政支援を行う.

・管制塔を担う病院
(対彙経費)医 師、診薇補助者等の人件費、E療機器購入費等
(補助先) 椰道府県 (間機補助先 :市町村、その他厚生労■大臣が認める者 )
(補助準) 1/3(負担鶴含:目 l13、 椰道府県l13、事暮主lr3)
(積鼻単価)301746千 円/1施設 ‐

。支援病院
(対象経費)医師人件費、空床確保費
(補助先) 都道府県(間接補助先:市町村、その他厚生労慟大臣が

=め
る者)

(補助準) 1/3(負担割合:目 1た、都道府県1お、事業主l13)
(積諄単優

' 9,966千

円/1施設
(‖設年度)平成21年度

。支援診療所
(対魚経費)医師人件費(猥遺経費)
(補助先)● 道府県(間接補助先:市町村、その他厚生労■大臣が認める者)
(補助率)1/3(負担鶴合:口 1お、椰道府県1お、事業主1ハ )
(積算単価)4,953千 円/1施設

(担当鳳:指導課)

ゅ
患者の流れ

→ 医師の派遣

・現場から直接搬送
。輸番群病院等から転送

○地域において安心できる(救急患者搬送が円滑に受け入れられる)救急医療体制を構築

○患者の症状に応じた適切な医療を、医療機関が迅速に選択

管制塔機能を担う医療機関に期待される機能

O都道府県と協力し、地域において歓急患者搬送が円滑に受け入れられる第二
次救急医療体制を構築するにあたり中心的役割を担う(調整機能を有する)

0必姜に応じ、患者を処置の上、支援医療機関や救命救急センター等に紹介

0患者の■症度に応じ、診薇優先順位を決定し、対応

0地域の医師の応援派遣を受入れ

支援医療機関の機能

0管制塔機能を担う医療機関からの
受入要81に対応する医療機関

0必要に応じ、空床を確保

0必要に応じ、管制堪機能を担う医療
機関に医師を派遣

(補助対彙)
0目

"人
件費

口看饉

“

人伸費 等

(担当課 :指導課 )



●救急医療支援センター運営事業 (新規 ) 1081595千 円 (  0千円 )

モデル事業として、救急医療機関において、特に緊急的な措置が必要な脳卒中や循環器疾患につい
て、小児科を含む専門医が3人体制で休日・夜間に常駐する救急医療支援センターを設置し、遠隔画像
診断等による診断・治療の支援を図る。

(対拿経費)医 師の人件費等
(補助先) 厚生労働大臣が認める者
(補助率) 定額
(積算単価)108,595千円/1施設
(創設年度)平 成21年度 (担当課 :指導課)

●救急医療トレーニングセンター運営事業 (新規)  89,798千 円( 0千円 )

全国 2ヶ所の医療機関を「救急医療 トレーニングセンター (仮称 )」 として指定 し、後期臨床研修 生を対

象 とした充実した研修を行うことにより、救急 医療に関する基礎技術の底上 げを図 りつつ、救急 全般 に

対 応できる専門医の基礎能 力育成を行うことにより救急医療を担う人材の確 保を図る。

(対象経費)医 師の人件費等
(補助先) 指定医療機関
(補助率) 1/2(負 担割合 :国 1ノ 2、 指定医療機関1/2)
(積算単価)89,798千円/1施設
(創設年度)平 成21年度

(担 当課 :指導課 )

●ドクターヘリ導入促進事業 2,014,080千 円 (1:358,632千 円 )
(運営か所数の追加による増)

救命率の向上及び広域患者搬送を目的として、救急患者に早期に治療を開始するとともに、医療機関
へ迅速に搬送するドクターヘリ(医師が同乗する救急専用ヘリコプター)を救命救急センターに配備する。

(対象経費)運 航経費(委託費)、 搭乗医師等確保経費、運航調整委員会経費
(補助先) 都道府県(間接補助先 :市町村、その他厚生労働大臣の認める者)             ´

(補助率) 1/2(負 担割合:日 1/2、 都道府県1ノ 2)
(積算単価)167,340千円/1か所
(創設年度)平 成13年 度
(導入か所)(実施状況 :平成21年 3月 現在 )

北海道、福島県、群罵県、千葉県、埼玉県、神奈川県、長野県、静岡県、愛知県、大阪府、和歌山県、
岡山県、福岡県、長崎県、沖縄県(20年度予定 :青森県)                 .

(担当課 :指導課)

●ドクターヘリ夜間搬送モデル事業 (新規) 51,499千 円 ( 0千円 )

既存のドクターヘリ導入促進事業をベースとして、夜間も運航するための体制を確保する場合に必要
な経費を補助する。

(対魚経費)運航経費(委託費)、 格乗医師等確保経費、照明機器設置費
(補助先) 都道府県(間接補助先:市町村、その他厚生労働大臣の認める者)
(補助率) 1/2(負 担割合:国 1ノ 2、 都道府県1/2)
(積算単価)51,499千円/1か所
(創設年度)平成21年度                            (担 当課:指導課)

●周産期医療対策事業 222,526千 円 (1711055千円 )

救急医療を必要とする未熟児等に対応するためご都道府県において妊婦・新生児に対する周産期
医療システム (ネットワーク)を整備。また、医療機関相互の連携を強化するため、受入妊婦の病状に
応じた専門病院への搬送先の調整、確保するための「母体搬送コーディネーター」を総合周産期母子
医療センターなどに配置する。

(対象経費)周産期協議会開催経費、周産期救急情報システムの改修経費、コーディネーターの人件費等
(補助先) 都道府県
(補助準) 1/3(負担割合:国 1ノ3、 都道府県213)(母体搬送コーテ・ィネーターを除く)

1′ 2(負担割合:国 1/2、 都道府県172x母体搬送コーディネーター)
(積算単価)母体搬送コーテ・ィネ…ター 29,625千 円/1都道府県
(創 設年度)平成8年度 (担当課 :指導課 )

●総合周産期母子 医療センター運営事業    886,339千 円 (777,556千 円 )

周産期にある妊婦のうち、特に危険度の高い者を対象とし、出産前後の母体及び胎児、新生児の
一貫した管理を行う施設(総合周産期母子医療センター)に対する運営費の補助。また、妊婦搬送の
受入の促進を図るため、近隣の開業医等から医師等の協力を得て、夜間、祝日等の勤務する場合、
その医師等に対して調金を支給する。

(対象経費)医 師等の確保に係る人件費、材料費等
(補助先) 都道府県 (間接補助先 :厚生労働大臣の認める者 )
(補助率) 1/3(負 担割合:国 173、 都道府県1/3、 事業者 1′ 3)
(積算単価)70,603千円(MFICU12床 )/1か所

(創設年度)平 成8年度 (担 当課 :指導課 )

●地域周産期母子医療センター運営事業 (新規 )  142:285千円 (0千円 )

地域において、出産前後の母体及び胎児、新生児の一貫した管理を行う比較的高度な医療を提供
する施設(地域周産期母子医療センター)に対する運営費の補助。また、妊婦搬送の受入の促進を図
るため、近隣の開業医等から医師等の協力を得て、夜間、祝日等の動務する場合、その医師等に対し
てVII金を支給する。

(対象経費)医 師等の確保に係る人件費、材料費等
(補助先) 都道府県(間接補助先 :厚生労働大臣の認める者 )
(補助率) 1/3(負担割合:日 1/3、 都道府県l r3、 事業者1ノ 3)
(積算単価)411551千円(MFiCU6床)/1か所
(創設年度)平成21年度

(担当課:指導課)

●産科医療機関確保事業 737,516千 円 (7371516千 円 )

分娩を行う医療機関が逓滅している現状を踏まえて、当面、病院の集約 1じが困難な地域において、
分娩可能な産科医療機関を確保する観点から、一機関あたりの分娩件数が少ない産科医療機関に対し
て、経営の安定化を図るための支援を行う必要がある。このため、産科医療機関に対して、運営費等の

補助を行う。

(対象経費)産 科医療機関に勤務する医療従事者の人件費、医師等の休日代替晏員雇上経費
(補助先) 都道府県(間接補助先:市町村、厚生労働大臣が認める者)
(補助串) 1/2(負担割合:国 172、 都道府県1′2)
(基準単価)221810千円(分娩取扱機関年間9月 以上)/1か所
(創設年度)平 成20年度

(担当課:指導課)



〇小児救急医療体制の充実

① 月ヽ児救急電活相談事業(平成16年度～)

737百万円
520百 万円●産科医療機関 股備 整備事業 420,641千 円 (420,641千 円 )

分境を行う医療機関が逓減している現状を踏まえて、当面、病院の集約1ヒが困難な地域において、
分娩可能な産科医療機関を確保する観点から、一機関あたりの分娩件数が少ない産科医療機関に対し
て、産科医療機関として必要な医療機器の整備を実施する。(医療施設等設備整備費補助金の事項)

癬講P蘇鋪暦滉轟当断爵覚鷺庸鰹蹴笑邸詭慧薯ぽ嗜装置、分娩監視装置η
(補助率) 1/2(負 担割合 :国 1ノ2、 都道府県1/2)
(基準単価)8,673千 円/1か所
(創 設年度)平 成20年度

(担 当課 :指導課 )

●産科医療機関施設 整備事業 91,831千 円 (91,831千円 )

分娩を行う医療機関が逓減している現状を踏まえて、当面、病院の集約化が困難な地域において、
分娩可能な産科医療機関を確保する観点から、一機関あたりの分娩件数が少ない産科医療機関に対し
て、分娩室の増改築整備等を実施する。(医療施設等施設整備費補助金の事項 )

(対象経費)分 娩室、病室等の増改築等に要する工事費又は工事請負費
(補助先) 都道府県(間接補助先:市町村、厚生労働大臣が認める者)
(補助率) 1/3(負担割合:目 1/3、 都道府県1/3、 事業者1/3)
(積算単価)分娩室、病室等 4,950千円/1か所 妊産婦等宿泊施設 14,728千 円/1か所
(創設年度)平成20年度

(担当課:指導課)

地域の小児科医により夜間における小児患者の保護者等向けの電話相談体制を整備し、地域の
小児救急医療体制の補強を推進する。(全国同一短縮番号(#8000)で実施することにより、どこ
でも患者の症状に応じた適切な医療が受けられる。)

② 小児救急地域医師研修事業(平成16年度～) 26百万円
地域の内科医等を対象に小児救急に関する研修を実施し、地域の小児救急医療体制の補強及び
質の向上を図る。

③ 救急医療専門領域医師研修事業(平成20年度～) 83百万円
入院を要する救急医療を担う医療機関等において診療を行う医師を対象に、脳卒中・急性心筋梗
塞・4ヽ児救急`重症外傷等に対する専門的な救急医療に対応する研修を救命救急センター等にお
いて実施する。

④小児科・産科連携病院等協力体制促進事業(平成19年度～) 64百 万円
集約化 `重点化を実施する地域において、拠点病院とのネットワーク化を進めるため、小児科・産
科の病床を削減し、医療機能の変更 (他科病床、他の診療機能など)を行う連携病院等を対象に
経過的な支援を行う。

⑤ 小児救急速隔医療設備整備事業 (平成16年 度～)
lTを活用し、小児救急患者の肉眼的映像、病理画像、X線画像等を小児科専門医の所在する医療
機関に伝送し、診療支援を受けるための設備整備。
(医療提供体制推進事業費補助金〔設備整備費〕の事項)

⑥ 小児科・産科連携病院等病床転換施設・設備事業(平成19年度～)
集約化・重点イしを実施する地域において、拠点病院とのネットワーク化を進めるため、連携病院等
を対象に小児科・産科の病床を肖1減し、医療機能の変更(他科病床、他の診療機能など)に伴う整
備費を助成する。
(医療提供体鮨1推進事業費補助金〔設備整備費〕及び医療提供体制施設整備交付金の事項)

平成20年度第一次補正予算、第二次補正予算

小児救急医療体制整備予算(抜粋)

〇小児救急医療 (初期～二次 )体制の整備

① 小児初期救急センターの運営に対する支援事業(平成21年度新規)

[21年 度予算額 ]

31069百 万円

2,332百万円

27百 万円
小児の急患を受け入れる小児初期救急センターの運営に対する財政支援を行う。

② 小児救急医療支援事業(平成11年度～)                 1,291百 万円
二次医療圏内の小児科を標1労する病院において実施する当番制等休日・夜間の体制を充実する。

③ 小児救急医療拠点病院運営事業(平成14年度～) 866百万 円
二次医療圏単位での小児救急医療体制の確保が困難な地域において、広域(原則複数の二次医
療田)を対象にした小児救急医療拠点病院の充実を図る。

④ 小児救急専門病床確保事業(平成18年度″) 149百 万 円
既存の救命救急センターに小児専門集中治療室を整備し、重篤な小児救急患者を受け入れる体
制を整備充実する。

⑤ 小児救急専門病床施設・設備整備事業(平成18年度～)
救命救急センターにおける小児専門集中治療室の施設及び専用の医療機器の整備を行う。
(医療提供体制推進事業費補助金〔設備整備費〕及び医療提供体制施設整備交付金の事項)

⑥ 小児初期救急センター施設。設備整備事業(平成19年度～)
小児の急患を受け入れる小児初期救急センターの施設及び医療機器等の整備を行う。
(医療提供体制推進事業費補助金〔設備整備費〕及び医療提供体制施設整備交付金の事項の追加)



【第一次補正】

●医師派遣緊急促進事業 5,921,875千円

都道府県医療対策協議会の派遣調整に基づき、医師派遣を行う医師派遣協力医療機関(派遣元医療
機関)が、医師を派遣することによる逸失甲l益に対して、それに相当する額を助成する。

(対象経費) 医師を派遣することによる逸失利益に相当する経費
(補 助 先) 都道府県 (間接補助先 :市町村、厚生労働大臣が認める者)
(補 助 率) 県内派遣 :1/2(国 1ノ2、 都道府県 1ノ 4、 事業主1/4)

緊急臨時的医師派遣 :3/4(国 3/4、 都道府県1/4)
(積算単価)1,250千円/月

(担当課 :指導課 )

●医師事務作業補助者設置事業 678,854千 円

医師の業務負担を軽減するために、書類記載、オーダリングシステムヘの入力などを行う医師事務作
業補助者の設置。充実を図る。

(対象経費) 代替職員賃金
(補 助 先) 都道府県 (間接補助先 :市町村、厚生労働大臣の認める者 )
(補 助 率) 1/2(国 1/2、 都道府県1/2)
(積算単価) 2,172千円/1か所 (担 当課 :医事課)

●短時間正規雇用支援事業 466,115千 円

「短時間正規雇用」の導入により、勤務医の過重労働の軽減及び女性医師の出産・育児等と勤務との
両立を可能とし、医師の離職防止・復職支援を図り、医療機関における医師を安定的に確保する.

(対象経費)代替医師雇上闘金
(補 助先)都道府県(間接補助先:市町村,厚生労働夫臣の認める者)
(補 助率)1/3(国 1/3、 都道府県1/3、 事業者1/3)
(積算単価)2,130千 円/1か所

(担 当課 :医事課)

●病院内保育所施設整備事業 156,021千 円

女性医師及び看lI職員等の離職の防止・復職支援のため、病院内保育所の保育環境の改善を図るた
めの病院内保育所の改築工事に対し、必要な費用の一部を助成する。

(対象経費)老朽化等の病院内保育所の増改築に要する工事費、工事請負費
(対象か所敗)53か所
(補 助先)都道府県(間接補助先:厚生労働大臣の認める者(自治体立の病院`診療所を除く)
(補 助率) 1/3(国 1/o、 事業者2/3)
(積算単価)収容定員(上限30人 )X5耐 X基準単価                     ｀

(例 120人 X5耐 X145,700円 =14,570千 円)
(担当課:看ll課〉

●管制塔機能を担う救急医療機関に対する支援事業 582〕 534千円

救急患者に対し、地域全体でトリアージ(重症度、緊急性等による患者の区分)を行い、院内の各診療
科だけでなく、地域全体の各医療機関の専門性の中から、病状に応じた適切な医療を提供できる医療機
関又は院内の診療科へ効率的に振り分ける体制の整備を図る。

・管制塔を担う病院
(対象経費)医師等の人件費
(補 助 先)都道府県 (聞接補助先 :市町村、その他厚生労働大臣が認める者 )
(補 助 準)1/3(負 担割合:国 1ノ3、 都道府県1ノ3、 事業主1′3)
(積算単価)22,779千 円/1施設

・支援病院
(対象経費)医師人件費、空床確保費
(補 助先)都道府県(間接補助先:市町村、その他厚生労働大臣が認める者)
(補助率)1/3(負担害1合 :国 1ノ3、 都道府県1/3、 事業主1ノ3)
(積算単価)91966千円/1施設

(担当課:指導課)

●基幹災害医療センター施設整備事業、地域災害医療センター施設整備事業医
療提供体制施設整備交付金 10,7331050千 円の内数

医療施設の耐震化を一層促進するため、医療提供体制施設整備交付金の事項のうち、基幹災害医
療センター施設整備事業及び地域災害医療センター施設整備事業の調整率の需上げを行う。

(対象経費)耐震化工事費
(補 助先)都道府県(間接補助先:厚生労働大臣が認める者(公立除く))
(調 整 率) 0.33 - 0 50
(基 準 額)2,300耐 X32,700円 =75,210千 円          .   (担 当課 :指導課)

【第二次補正】

●緊急ヘリポート施設整備事業 11101,119千円

ドクターヘリを用いた救急医療が傷病者の救命、後遺症の軽減等に果たす役割の重要性に鑑み、ドク
ターヘリを用いた救急医療の全国的な確保を図るため、管II塔機能を担う医療機関にヘリポートを設置
する場合に必要な費用を助成。

(対象経費)ヘリポート設置工事費
(補′助先)都道府県(間接補助先:市町村、厚生労働大臣が認める者)
(補 助率)1/3(国 1/3、 事業主2/3)
(積算単価)36,909千 円/1か所

(担当課:指導課)

●災書派遣医療チニム体制設備整備事業 1:114:633千円

災害時の初期対応を行う災害派遣医療チーム(DMAT)が 携行する通信装置及び災害時の救急医療
に必要となる資機材の整備に必要な費用を助成。

(対象経費)医療機器購入費等
(補 助先)都道府県(間接補助先:市町村、厚生労働大臣の認める者)
(補 助率)1/2(国 1/2、 都道府県1/2)
(積算単価)6,227千円/1か所

(担当課:指導課)



●看餞師等協働推進研修モデル事業 1011760千 円

酬 羅彗豪慰 置努菫尋世禽写管馨男象鶴轟鴨習路鶴脇讐
する効果的・効

(対象経費)講 師翻金、旅費、印椰1製本費、備品購入費、消耗品費
(補 助 先 )医 療機関
(補 助 率 )定 額
(積二単価) 5,088千 円/1か所

(担当課 :看護課 )

平成21年度補正予算

療再生基金:の

救急医療の確保、地域の医師確保など、地域における医療課題の解決を図るため、都道府
県が策定する計画(地域医療再生計画)に基づく都道府県の取組を支援

〇 計画の対象地域は、二次医療圏が基本。ただし、周辺
の地域を含めるなど、柔軟な設定が可能。

O複 数年度(25年度末まで)にわたる取組を支援。
※ 施設整備については25年度末までに着工すれば可。

O県 ごとに、地域の実情に応じて、自由に事業を決定。
・ 施設・設備整備費、運営費ともに使用可能。
・ 県全体で実施した方が効果的な事業(医師確保事業
等)は、県全体を対象として実施することも可能。

01地域につき100億 円(10箇所以
内)又は30億円を上限に分配。

Oネ甫助率は設定しておらず、県に
一律に新たな負担は求めない。

O新 規・拡充ならば、国庫補助事
業の地方負担分への充当も可能。

厚言省く:=うJ有穏ぎる
②計画の審議(順次)
(～ 11月 下旬頃まで)
※ 大型案件は別途調整

①計目の提出く鳳次)

E"事務作業補助者
の採用

B病院(100床 )
機能転換等のうえ、回復期

散急E療情報システムと日産期載
システムの連携

C病院 (100床 )
機能転換等のうえ、地厳日産期母

D病院 (150床 )
管

"略
機能を担う+休日

夜闘急患センターの設置

E・
lb際26o床ル.ふ

1
敦急医療センタニ化のための増床
(入院腱機の強化及び外来崚籠の縮小)

O役 割分担の明確化、連携体制の構築
・救急やハイリスク分娩等に対応する拠点病院化)
・回復期医療等を担う病院の確保)等
0県 `大学の共同での医師のプール制、地域での
研修プログラムの開発



入院時医学管理加算届出医療機関における指定状況

都道府県

届出施設数

医療機関名

指定状況

平成21年
6月 1日 現在

歌申萩患セン
ター

(高度教命救急
総合用産期母子
医療センター

地域周産期母子
医療センター

地域医療支援
病院

北海道 市立札幌病院 O O

くKR札幌医療センター

手租渓仁会病院 O 0

ヨ館中央病院 0

名寄市立総合病院 O

日鋼記念病院 O

所日簿室蘭総合病院

市立皇蘭総合病院

化見赤十字病院 O O

砂川市立病院 0
青 森 ′ヽ戸市立市民病院 0 O O

いつ総合病院 0
岩手 自手県立中央病院 O 0
富 城 a立行政法人日立病院機構仙台医療センター O O 0

みやぎ県南中核病院 0 O
秋 田

山 移 山田市立荘内病院 ○

山形市立病院済生館 O

米沢市立病院

福島 財団法人里総合病院 O
茨 城

栃未 日本赤+宇社栃木県支部大田原赤十字病阪 0 0 0
済生会宇都宮病院 O O

群 島 前橋赤十字病院 0 O

伊勢崎市民病院

公立富岡総合病院

独立行政法人日立病院機構 宮崎病院 O 0
埼 玉 さいたま市立病院 O

コ立病院機構埼玉病院 O
千 葉 千葉市立青葉病院

千葉県済生会晋志野病院

亀田総合病院 O O O
ヒ立行政法人目立病院機構 千葉医療センター O

東京

彙邦大学医療センター大橋病院

E晨法人財団河北総合病院 O

東京北社会保険病院

コ家公務員共済組合連合会立川病院 O
ヨ本赤十字社東京都支都武蔵野赤十宇病鵬 O O 0
ハ立昭和病院 O

自立行政法人口立

"院

機構東京医療センター O

入院時医学管理加算届出医療機関における指定状況

都道府県

届出施設数

医療機関名

指定状況

平成21年
6月 1日 現在

ター
(高度教命枚急

IB合周産期母子
医療センター

地域周産期母子
医療センター

地域医療支lI
病院

神奈川 小田原市立病院 O

海老名総合病院 O

臓浜市立市民病院 0 O

平塚市民病院

横須賀市立市民病院 O

ll浜市東部病院 O O 0

臓須賀市立うわまち病Lt

ll浜 市南部病院 O

喚浜区薇センター O 0

新潟 断潟市民病院 O O O

山梨

長野 晨野赤十字病院 0 O O

社会医療法人財団慈泉会 相澤病院 O 0

ほ田市立嘱院 O O O

阪訪赤十字病院 O O

自立行政着人国立病院機構 長野病院 0 0

=山
菫山市立 富山市民病院 0 O

E山県立中央病院 0 0

石 川 石川県立中央病院 O O

吐会医療法人財団菫仙会恵井総合病院

公立能登総合病院 O

Jヽ松市民病院/国 民健康保険

虫立行政法人日立病院機構 金択E薇センター 0

岐 阜 lt阜 県総合医療センター 0 O 0

岐阜赤十字病院

岐阜市民病院 0

い波総合病院

岐阜県立多治見病院 0 O

社会医療法人厚生会木沢記念病院 O

静団 静岡市立清水病院

碩天堂大学医学部附属静岡病院 O 0 0

日士富市立病院

召津市立病院 0 0 O

愛 知 O O

岡崎市民病院 O O

菫橋市民病院 0 0

医療法人愛生会 総合上飯田第
=病
院

駐川市民病院

名古屋第二赤十字病院 0 O O

い日井市民病院

国家公務員共済組合連合会 名城病院

二 重 山田赤十字病院 O 0 O
自立行政法人目立鋼院機構三菫中央医饉センター O

相丼 謳丼県立病院 O O O

lE井県済生会病院 0 O

嘔井赤十字病院 O O



入院時医学管理加算届出医療機関における指定状況

都道府県

届出施設数

医療機関名

指定状況

平成21年
6月 1日現在

積 印秋 思セン

ター
(高度救命救急

総合用産期母子
医療センター

地域周産期母子
E薇センター

地域医療支援
病院

滋 賀 大津赤十字病院 O ○ O
京都 ヨ療法人社団洛和会 洛和会音羽病院

京都市立病院 O

斉上会京都府病院 O
京都医療センター O O 0

大阪 自立行政法人労‖著健康II祉 撮構 大阪労災籠院
ベルランド総合病院 O O
社会医療法人愛仁会萬糧病院 0 O
社会医療法人愛仁会千船病院 ○

大阪府済生会千里病院 O

大阪警察病院 0

大阪府立急性期・組合医療セ ンター O O
淀川キリスト敏病院 O ○

松下記念病院

財団法人田附興ユ会医学研究所北野病院

医療法人三世会 河内総合病院
大販厚生年金病院 O
星ヶ丘厚生年金病院 0
大阪府済生会吹田病院 ○

市立枚方市民病院

箕面市立病院

大阪市立総合医療センター O

a立行政法人日立■院緻績 大EE薇 センタ O O

O
兵庫 陣戸被済会病院

民庫県立演路病院 0 O
所日鑢広畑病院

呻戸市立医療センター中央市民病院 O 0

民庫県立西宮病院

国立病院機構神戸医療センター

奈良 大和高田市立病院

和歌山

鳥取 疇取県立中央輌院 0 O
鵬取赤十字病院 O

島根 隆ilE赤 十字病院 0 0 O
島根県立中央病院 O O

岡山 独立行政注人国ユ病院機構田山E患 センター O O

け団法人倉敗中央病院 O ○

広島 晨立広島病院 0 0 O
広島赤十字原爆病院 O
自立行政法人口立病院機構呉医療センター 0 O O
崚立行政法人日立病院機構福山E薇 センター ○ O
ム島県厚生農案協同ll合 連合会晨島総合病院 O
広島県厚生晨葉脇同組含連合会島道総合摘晩 O O

尾道市立市民病院 O
公立学牧共済組合中国中央病院

入院時医学管理加算届出医療機関における指定状況

都道府県

届出施設数

医療機関名

指定状況

平成21年

6月 1日 現在

歿申散急セン
ター

(高度救命枚急
総合周産期母子
医療センター

地域用産期母子
医療センター

地域医療支援
競

山 口 山口県済生会下関総合病院 O

慶立行政法人日立病院機構遍□医療センター O O 0

0

山口県立総合医療センター O O

億島 富島県立中央病院 O O

恵島市民病院 0

億島赤十字病院 O O

香川 総合病院 回生病院 0

三塁総合病院

愛媛 沿山赤十字病院 O O
高 9」 l 日本赤十字社高知支部 高知赤十字病院 O 0

高知県・高知市痢臓企霙団立 言知目底センター O O 0
福岡 コ諄公務員共麻組合連合会 浜の町病院 O

IE田県済生会福岡韓合病院 ○

IE岡 記念病院

嘔岡赤十字病院

公立学校共済組合 九州中央病院 O

E薇法人 億洲会 :1田 億洲会病院 0 0

聖マ リア病院 O O O
大牟田市立総合病院

販塚病院 O 0 O

断日饉八幡記念病院 O
九州厚生年金病院 O O

腱和会 大手町病院 O

北九州総合病院 O

O O

佐 賀 佐賀県立病院好生館 0 0
独立行敗法人日立膚隣嗜棒 口野E饉センター 0

長崎 独立行政法人日立病院機構 長崎医療センター 0 O O

n本 独立行政法人日立病院極輌鵬本区燎センター 0 O
独立行政饉人労働者腱康福祉機41m本労災綱院 0

大分 大分市医師金立アルメイダ病院 O O O
自立行政法人目立白暁櫨構 月1府医療センター O

人分赤十字病院

六分県立病院 O O O
宮崎 晨立宮崎自陵 O O

晨立延岡病院 O O 0

鹿児島 今綸黎総合病院 0
沖縄 椰覇市立窮院 0

壼療ま人友愛会 豊見城中央病院 0
沖饂県立中部病院 O O O
沖縄鳳立南部医猥センター。こども医療センター O O

合計

①
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【宿題事項】ハイリスク分娩管理加算届出施設における

助産師の人数の分布状況

●図表 20 職員数 (ハイリスク分娩管理加算届出施設、n=298)

【追加】ハイリスク分娩管理加算届出施設 助産師数 (n=298)

60

50

40

30

20

10

io

5～ 10人 10～ 15人 15～ 20人 20～ 25人 25～ 30人 30～ 35人 35-40人 40人 以上
未満  未満  未満  未満  未満  未満  未満

口平成19年度日平成20年度

○
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平成 21年度慢性期入院医療の包括評価調査分科会の進め方について

平成 21年 7月 8日

診療報酬調査専門組織 口慢性期入院医療の包括評価調査分科会

、                             分科会長 池上直己

1.背景

〇平成 15年 3月 に閣議決定された「医療保険制度体系及び診療報酬体系に関する基本方

針についてJにおいて、慢性期入院医療については、「病態、日常生活動作能力 (ADL)、

看護の必要度等に応じた包括評価を進めるとともに、介護保険との役割分担の明確化を

図るJと された.

Oこれを受けて、平成 15年 6月 より、中医協基本問題小委員会において慢性期入院医療

に関する議論が開始された。その際、長期の入院患者に対する新たな支払方式を検討す

るに当たって適切な調査データを用いる必要があるとされたことから、新たに調査専門

組織を設置することとなり、当分科会が発足した。

O当分科会は、中医協基本問題小委員会の付託を受け、平成 15年から17年にかけて慢性

期入院医療の包括評価を行うための調査及び検討を行った。

○そうした検討を実施していた平成 i7年に、医療制度改革に関する議論が開始された。

同年 12月 に発表された医療制度改革大綱において、「慢性期入院医療等の効率化め余地

があると思われる領域については、適正化を図る。」とされ、医療と介護の機能分化を

推進する観点から療養病床を転換・再編するとの方針が打ち出された.また、後述のと

おり、平成 18年度医療制度改革関連法において、介護療養型医療施設が平成24年 3月

末までに介護保険施設等に転換されることとなった。

○当分科会が調査データに基づいて提案した医療区分等による患者分類は、平成 18年度

診療報酬改定における包括支払制度の導入にあたつて採用されたものの、医療区分 1に

関しては入院医療を必要としないという政策判断がなされ、診療報酬についても十分に

はコストが評価されていない点数が設定された。このことについて、各委員からは、当

分科会の調査結果が適切に活用されなかったのではないかとの疑間の声が上がった。そ

こで分科会長は、こうした声を分科会の総意として基本問題小委員会に報告した。

○その後、平成 18年から19年にかけて、当分科会は改めて実態調査を実施し、この9区

分の患者分類自体は妥当であることを再確認した。

2,平成 21年度第1回分科会 (5月 27_日 )における指摘事項

○最後の開催である平成 19年 6月以来、分科会は約 2年間開催されなかった。その間、

療養病床再編成に関する全国目標数の発表や介護報酬改定、急性期における平均在院日

数の急激な短縮など、慢性期入院医療を取り巻く状況が大きく変化した。

○急性期医療における平均在院日数の短縮傾向に伴い、慢性期医療を必要とする患者が増

加するのではないか。

O同様に、介護保険施設において、医療処置を要する入居者が増加している。これらの方々

を今後どこで受け止めていくのか。

○一般病床にも、療養病床と同様の慢性期の患者が入院している実態があるのではないか。

以上の議論を通じて、当分科会においても、「単に、医療療養病床における包括評価と

しての患者分類を提案してその妥当性等を検証するだけでなく、二般病床等との関係を含

め、慢性期医療に係る中・長期的な課題についても幅広く議論すべきではないか.」 とい

う点で意見の一致をみた。

3.分科会としての提案

分科会では、まず、本来の役割である患者分類の妥当性の検証とともに、各医療機関に

おける分類の適切性及び提供されている医療サービスの質の検証を行う。

その上で、中・長期的な課題として、医療療養病床に留まらず、慢性期医療全体を横断

的に把握し、こうした実態を踏まえて議論し、その結果を基本問題小委員会に報告するこ

ととしたい。


